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医療法における医療計画の位置づけ

第一章 総則
第二章 医療に関する選択の支援等
第一節 医療に関する情報の提供等
第二節 医業、歯科医業又は助産師の業務等の広告
第三章 医療の安全の確保
第四章 病院、診療所及び助産所
第一節 開設等
第二節 管理
第三節 監督
第四節 雑則
第五章 医療提供体制の確保
第一節 基本方針
第二節 医療計画
第三節 地域における病床の機能の分化及び連携の推進
第四節 医療従事者の確保等に関する施策等
第五節 公的医療機関

第六章 医療法人
第一節 通則
第二節 設立
第三節 管理
第四節 社会医療法人債
第五節 解散及び合併
第六節 監督
第七章 雑則
第八章 罰則
附則

第一条 この法律は、医療を受ける者による医療に関する適切な選択を支援するために必要な事

項、医療の安全を確保するために必要な事項、病院、診療所及び助産所の開設及び管理に関し
必要な事項並びにこれらの施設の整備並びに医療提供施設相互間の機能の分担及び業務の連
携を推進するために必要な事項を定めること等により、医療を受ける者の利益の保護及び良質か
つ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を図り、もつて国民の健康の保持に寄与することを
目的とする。
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医療計画に係る医療法の改正の主な経緯について
改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等

昭和23年
医療法制定

終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療水準の確保
を図るため、病院の施設基準等を整備

○病院の施設基準を創設

昭和60年
第一次改正

医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴い、医療資
源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を目指したもの。

○医療計画制度の導入
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定

平成４年
第二次改正

人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医療を効率的
に提供するための医療施設機能の体系化、患者サービスの向上を図
るための患者に対する必要な情報の提供等を行ったもの。

○特定機能病院の制度化
○療養型病床群の制度化

平成９年
第三次改正

要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏における医
療需要に対する医療提供、患者の立場に立った情報提供体制、医療
機関の役割分担の明確化及び連携の促進等を行ったもの。

○診療所への療養型病床群の設置
○地域医療支援病院制度の創設
○医療計画制度の充実
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載
地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標
医療関係施設間の機能分担、業務連携

平成12年
第四次改正

高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質な医療を効
率的に提供する体制を確立するため、入院医療を提供する体制の整
備等を行ったもの。

○療養病床、一般病床の創設
○医療計画制度の見直し
・基準病床数へ名称を変更

平成18年
第五次改正

質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築するため、医療に
関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の
分化・連携の推進、地域や診療科による医師不足問題への対応等を行っ
たもの。

○都道府県の医療対策協議会制度化
○医療計画制度の見直し
・４疾病・５事業の具体的な医療連携体制を位
置付け

平成23年 「社会保障・税一体改革大綱」に基づき、急性期をはじめとする医療機能

の強化、病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実等を
内容とする医療サービス提供体制の制度改革に取り組むこととされた。

○疾病・事業ごとのＰＤＣＡサイクル
○在宅医療の医療連携体制に求められる機能の明示
○精神疾患を既存の４疾病に追加し、５疾病となった

平成26年
第六次改正

社会保障と税の一体改革として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構
築するとともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域におけ
る医療及び介護の総合的な確保を推進するため、所要の整備等を行う。

○病床機能報告制度の創設
○地域医療構想の策定
○地域医療介護総合確保基金の創設
○地域医療構想調整会議の設置

2※平成27年の改正で「地域医療連携推進法人」の認定制度を創設



○ 都道府県が、地域の実情に応じて、医療提供体制の確保を図るために策定。

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに、質の高い医療を受けられる体制（医療連携・医療安全）を整備。

○ 医療機能の分化・連携を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、地域全体で切れ目なく必要な医療

が提供される「地域完結型医療」を推進。

趣旨

○ ５疾病・５事業（※）及び在宅医療に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供推進策

○ 地域医療支援センターにおいて実施する事業等による医師、看護師等の医療従事者の確保

○ 医療の安全の確保 ○ 二次医療圏（※）、三次医療圏の設定 ○ 基準病床数の算定 等

医療計画における記載事項

※ ５疾病・５事業･･･５つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）と５つの事業（救急医療、災害時に
おける医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））をいう。

医療計画制度について現行の医療計画制度について（平成25年～）

【 医療連携体制の構築、周知及び取組の推進 】

◇ ５疾病・５事業ごとに、必要な医療機能（目標、医療機関に求められる事項等）と各医療機能を担う医療機関の名称を医療

計画に記載し、地域の医療連携体制の構築を推進。

◇ 住民や患者の地域における医療機能の理解を促すため、地域の医療連携体制を分かりやすく提示。

◇ 医療資源・医療連携等に関する現状を把握した上で課題の抽出、数値目標を設定し、医療連携体制の構築のための具体的

な施策等の策定を行い、その進捗状況等を評価し、見直しを行う（疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進）。

※ 国の指針において、一定の人口規模及び一定の患者流入・流出割合に基づく、二次医療圏の設定の考え方を明示し、見直しを促進。
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○疾病・事業ごとの医療体制
・ がん
・ 脳卒中
・ 急性心筋梗塞
・ 糖尿病
・ 精神疾患
・ 救急医療
・ 災害時における医療
・ へき地の医療
・ 周産期医療
・ 小児医療(小児救急含む)
○居宅等における医療

○地域医療構想

○地域医療構想を実現する施策

○病床機能の情報提供の推進

○医療従事者の確保

○医療の安全の確保

○施設の整備目標

○基準病床数 等

医療計画の策定に係る指針等の全体像について

医療提供体制確保の基本的考え方

基本方針【大臣告示】

医療計画の作成
○ 留意事項

○ 内容、手順 等

疾病・事業別の医療体制

○ 求められる医療機能
○ 構築の手順 等

【法第30条の４第１項】

都道府県は基本方針に即して、かつ地域

の実情に応じて医療計画を定める。

【法第30条の８】

厚生労働大臣は、技術的事項について必要な助言ができる。

【医療法第30条の３】

厚生労働大臣は基本方針を定める。

医療計画作成指針【局長通知】

疾病又は事業ごとの医療体制について
【課長通知】

医 療 計 画
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都道府県における医療計画の策定等に係る会議

圏域連携会議
（医療計画作成指針（平成24年３月30日付局
長通知））

・必要に応じて圏域ごとに関係者が具体
的な連携等について協議する場

地域医療構想調整会議
（医療法第30条の14）

・医療計画（地域医療構想）において定
める将来の病床数の必要量を達成す
るための方策等、地域医療構想の達成
を推進するために必要な事項について
協議

医
療
計
画

地
域
医
療
構
想

都道府県医療審議会
（医療法第71条の２）

・都道府県知事の諮問に応じ、当該都道
府県における医療を提供する体制の確
保に関する重要事項を調査審議

地域医療対策協議会
（医療法第30条の23）

・救急医療等確保事業に係る医療従事
者の確保等必要とされる医療の確保に
ついて協議
・都道府県は参加者として関係者と共に
協議し、施策を策定・公表

作業部会
（医療計画作成指針（平成24年３月30日付局長通
知））

・５疾病・５事業及び在宅医療について、それぞ
れの医療体制を構築するため、医療審議会も
しくは医療対策協議会の下で、５疾病・５事業
及び在宅医療のそれぞれについて協議

周産期協議会
（周産期医療体制整備指針（平成22年１月26日付局
長通知））

・周産期医療体制に係る調査分析に関する事
項、周産期医療体制整備計画に関する事項、
周産期母子医療センターに関する事項等
・都道府県医療審議会及び都道府県地域医療
対策協議会と密接な連携を図るものとする

へき地保健医療対策に関する協議会
（第十一次へき地保健医療計画の策定等について
（平成22年5月20日付局長通知））

・へき地保健医療計画等の作成のほか、へき地
保健医療対策にかかる総合的な意見交換・調
整等を実施することを目的
・へき地保健医療計画を医療計画に反映

＜都道府県全体＞ ＜５疾病・５事業及び在宅＞ ＜地域ごと＞

5

医療法上に位置づけ

通知で位置づけ



第６次医療計画における各都道府県の医療計画の見直し状況等について

１．二次医療圏の設定について

見直し状況等

・医療圏の見直しの検討が必要と考えられ

る道府県32、医療圏87
・二次医療圏の見直しを行ったのは、

次の３県

宮城県（７医療圏→４医療圏）
栃木県（５医療圏→６医療圏）
徳島県（６医療圏→３医療圏）
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・ニ次医療圏の設定に当たっては、地理的条件等の自然的条件及び

日常の生活の需要の充足状態、交通事情等の社会的条件を考慮

・一体の区域として病院における入院に係る医療を提供する体制の確

保を図ることが相当であると認められる区域を単位として設定

・人口規模が20万人未満の二次医療圏については、
流入患者割合が20%未満
流出患者割合が20%以上
の場合、設定の見直しについて検討することとした。

２．新たに精神疾患追加、在宅医療に係る医療体制の充実・強化

・５疾病（※） ・５事業及び在宅医療の医療提供体制の構築に係る事項

を医療計画に記載することとした。

（※）５つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）

・それぞれに係る医療連携体制について、現状、必要となる医療機能、

課題、数値目標、必要な施策、各医療機能を担う医療機関等の名称、

評価・公表方法等を記載することとした。

見直し状況等

・全ての都道府県の医療計画で、５疾病・

５事業及び在宅医療の体制の構築を記載

・都道府県が設定した指標は、

精神疾患については、①１年未満入院者の平

均退院率、②自殺死亡率、自殺志願者数、③

認知症疾患医療センター設置数 等

在宅医療については、①在宅療養支援医療機

関数、②在宅看取りを実施している医療機関

数、③訪問看護ステーション数 等



４．医療従事者の確保に関する事項について

５．災害時における医療体制の見直しについて

・東日本大震災で認識された課題を踏まえ見直し

・災害拠点病院や広域災害・救急医療情報システム（ＥＭＩＳ）、災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）のあり方、中長期的な災害医療体制整備（医

療チームの活動とコーディネート機能を担う体制整備）等を通じた災

害医療体制の構築の促進

見直し状況等

・災害拠点病院（712病院）（平成28年４月）

・災害医療コーディネータを全国の都道府県

にて養成（平成27年より、延べ359人）

・地域医療対策協議会を開催し、医療従事者の確保に関する具体的

な施策を記載すること

・地域医療支援センター事業による取組状況の報告等を効果的に活

用し、医療従事者の確保に関する施策の推進や見直しを実施するこ

とを医療計画に記載

見直し状況等

・全ての都道府県で地域医療支援センター

が設置（平成28年４月現在）

・平成23年度以降、45都道府県で合計3,306

名の医師を各都道府県の医療機関へあっ

せん・派遣（平成27年７月時点）
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３．疾病・事業ごとのPDCAサイクルの推進について

見直し状況等

・抽出した課題を解決するに当たっての数値

目標、目標を達成するための施策等を医

療計画に記載

・毎年評価を行うと記載した都道府県は、25
都府県

・医療計画の実効性を上げるため、具体的な数値目標の設定と評価

を行い、その評価結果に基づき、計画の内容の見直し

・５疾病・５事業及び在宅医療については、評価・見直し体制及び公

表方法を明示

・目標項目の数値の年次推移や施策の進捗状況の把握、評価につ

いて定期的に実施

・目標に対する進捗状況が不十分な場合、原因を分析した上で、必

要に応じて施策の見直しを図る



 

医療計画の見直し等に関する検討会 開催要綱 
 

 
１．目的 

○ 医療計画は、医療機能の分化・連携の推進を通じて、地域において切れ

目のない医療の提供を実現し、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体

制の確保を図ることを目的としている。 

 

○ 本検討会は、現行の医療計画の課題等について整理を行うことにより、

平成30年度からの次期医療計画をより実効性の高いものとするため、当該

計画の作成指針等の見直しについて検討することを目的に開催するもので

ある。 

 

 

２．検討事項 

（１）医療計画の作成指針等について 

（２）医療計画における地域医療構想の位置付けについて 

（３）地域包括ケアシステムの構築を含む医療・介護の連携について 

（４）その他医療計画の策定及び施策の実施に必要な事項について 

 

 

３．構成等 

（１）構成員は、別紙のとおりとする。 

（２）座長は、構成員の互選により選出する。座長は座長代理を指名すること

ができる。 

（３）座長は、必要に応じ、構成員以外の関係者の出席を求めることができる。 

 

 

４．運営 

（１）会議の議事は、特に非公開とする旨の申し合わせを行った場合を除き、

公開とする。 

（２）会議の庶務は、医政局地域医療計画課において処理する。 

（３）この要綱に定めるもののほか、会議の運営に関し、必要な事項は、座長

が定めることとする。 
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（別紙） 

医療計画の見直し等に関する検討会 構成員名簿 

 

 

（敬称略。五十音順） 

氏 名 所 属・役 職  

相澤 孝夫 一般社団法人日本病院会副会長  

安部 好弘 公益社団法人日本薬剤師会常任理事  

伊奈川 秀和 全国健康保険協会理事   

今村 知明 奈良県立医科大学教授  

遠藤 久夫 学習院大学経済学部教授  

尾形 裕也 東京大学政策ビジョン研究センター特任教授  

加納 繁照 一般社団法人日本医療法人協会会長  

齋藤 訓子 公益社団法人日本看護協会常任理事  

櫻木 章司 公益社団法人日本精神科病院協会理事  

佐藤  保 公益社団法人日本歯科医師会副会長  

鈴木 邦彦 公益社団法人日本医師会常任理事  

田中  滋 慶應義塾大学名誉教授  

西澤 寛俊 公益社団法人全日本病院協会会長  

野原  勝 岩手県保健福祉部副部長  

本多 伸行 健康保険組合連合会理事  

山口 育子 NPO 法人ささえあい医療人権センターCOML 理事長  

   

 



 

1 

 

 

 

 現行の医療計画における課題等について 
 

 

○ 平成 26 年の医療法改正及び地域医療構想の策定状況等を踏まえた現行の医療計

画における課題等については以下の通り。 

 

 

１. 第６次医療計画策定時の課題等について 

 

（１）ニ次医療圏と基準病床数制度について 

・前回の見直しにおいて、患者の流入・流出に基づいた二次医療圏の考え方を明

示し、医療圏の設定について見直しを促進 

・見直しの考え方を踏まえ、一部の都道府県においては医療圏の見直しを実施 

 

（論点例）  

・各都道府県の現状・対策や、今後の人口構成の変化も踏まえた医療圏の見直し

の必要性についてどのように考えるか 

 

（２）５疾病・５事業及び在宅医療について 

・前回の見直しにおいて、対象疾病として、新たに精神疾患を追加 

・併せて、在宅医療の充実・強化のため、在宅医療に係る数値目標や施策等を記

載することを明示 

 

（論点例）  

・高度急性期から在宅医療を含めた慢性期の受け皿及び地域包括ケアシステムの

構築に至る医療提供体制の構築において、救急医療等の５事業に関連してどの

ような取り組みが必要か 

・少子高齢化による疾病構造の変化等を踏まえ、がん対策推進基本計画や、脳卒

中及び心筋梗塞等の循環器病対策、障害福祉計画における精神障害者への対策

等において、より実効性が高く効率的な施策を実施する観点から各種疾病対策

と医療計画の連携についてどのような取り組みが必要か 
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（３）ＰＤＣＡサイクルを推進するための指標について 

・各疾病や各事業においては、指標等を用いて現状を把握し、課題を抽出した上

で、課題を解決するための施策等を策定 

・指標の定期的な評価を行い、施策等の進捗状況等の評価を行うとともに、必要

に応じて施策等を見直し、これらの情報を住民等に公開 

 

（論点例）  

・医療計画に基づく施策を推進するため、施策の立案や見直しにつながるような

評価指標にすることが必要ではないか 

 

 

２. 第６次医療計画策定後の課題等について 

 

（１）地域医療構想の位置付けと実現に向けた対応について 

・各都道府県において、平成 27 年度より策定が進められており、平成 28 年度中

にはすべての都道府県において策定される見込み 
 

（論点例）  

・地域医療構想における将来のあるべき医療提供体制を実現するため、特に救急

医療等の対象事業の確保等についてどう考えるか 

・より効率的な医療提供体制の構築に向け、ＣＴやＭＲＩといった医療機器等の

医療資源のあり方について、どのように考えるか 

 

（２）医療・介護の連携の推進に向けた対応について 

・第７次医療計画からは、介護保険事業（支援）計画との整合性を確保する観点

から、計画の期間を５年から６年に見直し 

・なお、医療計画の策定にあたっては、地域における医療及び介護を総合的に確

保するための基本的な方針に沿って、介護保険事業（支援）計画との整合性の

確保に留意 

 

（論点例）  

・地域包括ケアシステムの構築に向け、医療計画において在宅医療等をどのよう

に推進するのか検討が必要ではないか 

・医療提供体制の構築の主体である都道府県と、介護の提供体制の構築の主体で

ある市町村との具体的な連携のあり方について検討が必要ではないか 
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（３）医療従事者の養成・確保について 

・医療従事者の養成・確保については、地域医療支援センターを中心に、地域の

医師不足病院の医師確保支援といった取組を推進 

・また、現在、「医療従事者の需給に関する検討会」において、地域偏在対策・

診療科偏在対策も含めた医療従事者の需給について検討 

 

（論点例）  

・上記を踏まえた、医療従事者の養成・確保にかかる具体的な取組についての検

討が必要ではないか 

 

 



 

 

 

 

 ワーキンググループの設置について（案） 
 

 

○ 現行の医療計画における課題等を踏まえ、特に集中的な検討が必要な項目がある

ことから、計画を策定する都道府県の担当者の視点も取入れた次の２つのワーキン

ググループを立ち上げて議論することとしてはどうか。 

 

１．ワーキンググループの名称 

（１）地域医療構想に関するワーキンググループ(仮称) 

（２）医療計画における地域包括ケアシステムの構築に向けたワーキンググループ

（仮称） 

 

２．ワーキンググループでの検討事項 

（１）地域医療構想に関するワーキンググループ 

地域医療構想の実現に向けた対応として、 

・地域医療構想の策定状況と進捗管理 

・医療機能の分化と連携を進める施策 

・病床機能報告制度の改善 

等について 

 

（２）医療計画における地域包括ケアシステムの構築に向けたワーキンググループ 

医療・介護の連携及び地域包括ケアシステム構築の推進に向けた対応として、 

・在宅医療及び医療・介護連携を推進させる体制 

・都道府県と市町村との連携（介護保険事業(支援)計画との関係） 

・運動器症候群（ロコモーティブシンドローム）、虚弱（フレイル）等への対応 

等について 

 

３．構成員について 

座長と相談の上、別途定める。 
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 検討会の今後の進め方（案） 
 

 

  今回の第１回検討会以降、月１回程度開催し、本年 12月を目途に取

りまとめを行う。 

 

【平成 28 年６月以降】 

○ 検討が必要な議題（案） 

・二次医療圏と基準病床数制度について 

・５疾病・５事業及び在宅医療について 

・ＰＤＣＡサイクルを推進するための指標のあり方について 等 

○ ワーキンググループでの検討状況の共有 

 

【平成 28 年 12 月】 

○ 検討会の意見取りまとめ 
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